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III. 持続可能な廃棄物処理システム構築の検討 

ここまでの検討結果や地域循環共生圏の考え方を踏まえつつ、地域の廃棄物処理システムの高度化に

資するものとして、廃棄物処理方式の選定に関する課題や処理技術等について検討を行い、整理した。 

 

1. 検討対象とする廃棄物処理⽅式 

「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和 2 年 12 月 25 日策定）」では、今後

の取組として、焼却施設排ガス等の活用については、革新的技術の開発や実証事業等を通じたスケー

ルアップ、コスト低減等を図り、実用化に向けた取組を進めることとされている。 

廃棄物・資源循環分野においては、CCUS を前提とした廃棄物処理システム・施設のあり方を調査

研究・技術開発していく必要がある。図 III-1 に廃棄物・資源循環分野における CCUS の技術要素を

示す。廃棄物中の炭素は、以下のように処理方式に応じた CCUS 技術の適用により、貯留や有効利用

ができる。炭素のバイオマス由来比率が高ければ、ネガティブエミッションや低炭素な燃料の供給が

可能となり、あるいはその効果が高まる。 

焼却処理では、他の大規模排出源における CCUS と同様に、廃棄物の燃焼排ガス中の CO2 を分離

回収し、貯留及び燃料や化学品への変換利用ができる。 

熱分解技術では、方式・条件に応じて廃棄物をガス（合成ガス）・油（バイオオイル）・固体（バイ

オ炭）に転換できる。ガス化は、焼却処理の CCU とは異なり処理物を完全に酸化させることなく直

接的に合成ガスを得ることができるため、燃料や化学品への活用・変換をエネルギー収支面などでよ

り効率化できる可能性がある。バイオオイルやバイオ炭は低炭素燃料として利用可能であるが、バイ

オ炭は、土壌に施用して炭素貯留することなどで、ネガティブエミッション技術として活用できる可

能性もある。 

メタン発酵では、発生するバイオガス中の CO2 が高濃度であるため、純メタンを利用するために既

に各種分離技術により CO2 との分離が行われているが、分離プロセスを経ずに水素と反応させる直

接メタネーションも可能であり、水素の利用可能性を前提にバイオマス由来のカーボンフリーなメタ

ンの生産量を効率的に増大できる。そのために注目される技術が「バイオメタネーション」であり、

微生物や酵素を利用してメタンを生成する方式で、メタン発酵と相性がよい。 

本業務では、図 III-1 に示した技術要素のうち、焼却施設における CO2 分離回収技術、熱分解処理

（ガス化）技術、バイオメタン転換技術の 3 方式について検討した。 
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図 III-1 廃棄物・資源循環分野における CCUS の技術要素 

出典：国立環境研究所倉持副領域長・小林主任研究員らの提供情報等に基づき各種資料より作成 

 

2. 廃棄物処理⽅式の処理技術等についての個別技術ごとの検討 

2.1 焼却施設の CO2 分離回収技術 

（1）概要 
火力発電やエネルギー多消費型産業等の大規模排出源向けの CO2 分離回収と同様に、廃棄物焼却

施設においても焼却排ガス中の CO2 の分離・回収が可能である。廃棄物焼却施設に限らず、排ガス中

の CO2 の分離・回収技術には、燃焼後に分離・回収する Post-Combustion、燃焼前に分離・回収する

Pre-Combustion、空気ではなく純酸素で燃焼する Oxy-Combustion がある。このうち、Pre-Combustion

については、天然ガスの水蒸気改質等が該当し、適用可能なプラントとして廃棄物焼却施設は該当し

ない。 

Post-Combustion では、焼却排ガスを湿式又は乾式の排ガス処理後に、焼却排ガス中（濃度 10%前後）

の CO2 を分離・回収する。分離・回収方法は、固体吸収法、化学吸収法等、大規模排出源に適用され

る技術と同様である。現在、計画中の案件を含めたごみ焼却施設における CO2 分離・回収のほとんど

は化学吸収法、とりわけアミン吸収法によって実施されている。アミン吸収法による分離・回収設備

は、大きく分けて吸収塔と再生塔から構成される。排ガス中の CO2 は、まず、吸収塔において 40℃

～50℃で CO2 と結合反応を起こすアミン溶液と反応した後、再生塔にて 110℃～130℃に加熱するこ

とで、吸収液から放散される。上記の特性上、アミン吸収法による分離・回収は再生塔における加熱

時に多くの熱量（エネルギー）を要する。 

 

出典：「平成 25 年度シャトルシップによる CCS を活用した二国間クレジット精度実現可能性調査委託業務報告書」（環

境省）より作成 
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図 III-2 CO2 分離回収設備を付帯した廃棄物焼却施設の設備構成（例） 

出典：”Waste-to-Energy Incineration”（UNEP(2020)）を参考に作成 

 

Oxy-combustion（酸素燃焼）は、空気ではなく純酸素で燃焼する方法で、排ガス中に窒素が含まれ

ないため、CO2 濃度が大幅に上昇し、理論的には排ガス中蒸気の凝縮によって簡単に CO2 を分離・

回収することができる。また、純酸素で燃焼させずとも、燃焼空気中の酸素濃度を上げた状態で燃焼

させる（酸素富化燃焼）ことによって、排ガス中の CO2 濃度を上昇させることによる分離・回収プロ

セスの効率化が期待される。また、空気と燃料を直接接触させる代わりに、金属酸化物中の酸素を用

いて燃焼を行うケミカルルーピングといった燃焼方法も理論的には存在し、排ガスに窒素が混入しな

いため、容易に CO2 を分離・回収できるほか、金属酸化物を循環利用することが期待される。 

 

 
図 III-3 酸素燃焼の設備構成（例） 

出典： Opportunities for CO2 Capture in the Waste-to-Energy Sector（Mario Ditaranto et al. (2019)）を参考に作成 
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図 III-4 ケミカルルーピングの設備構成（例） 

出典：Process Modelling of Chemical Looping Combustion of Paper, Plastics, Paper/Plastic Blend Waste, and Coal 
（ACS OMEGA (2020)）を参考に作成 

 

（2）既存事例 
廃棄物焼却施設からの CCUS の国内外の事例を表 III-1 に示すとおり整理した。国外における廃棄物

焼却施設の事例は、欧州が中心であることが確認された。CCS の事例は、基本的に排ガス全量を回収対

象とする場合が多く、全て北海で貯留されていることになっている（うち北欧が 2 件）。また、CCU の

事例は、施設園芸の盛んなオランダで多く運転・計画されており、排ガス中 CO2 の全量を対象とした事

例は見当たらず、CO2 回収量は CCS と比較して小規模な事例もある。なお、国内では CCS の大規模実

証が苫小牧で実証されているところである。 
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【参考】苫小牧（北海道）におけるCCS大規模実証試験の事例 

経済産業省、NEDO、JCCSの3者により実施された、国内初の大規模CCS実証実験であり、2016年

度4月より、年間10万t規模のCO2圧入を開始し、2019年11月22日（開始より約3年8か月）に当初目標

としていた累計CO2圧入量30万tを達成している。 

また、分離回収プロセス（アミン吸収法）におけるエネルギー消費量は、目標値である1.22GJ/t-CO2

以下を達成している。 

 

 
図 III-5 分離・回収／圧入設備の俯瞰図 

 
図 III-6 本事業の全体概要 

 
図 III-7 全体スケジュール 

出典：「苫小牧におけるCCS大規模実証実験30万トン圧入時点報告書（「総括報告書」）」（2020年、経済産業省, 
NEDO, JCCS）にPCKK加筆 

 

PSA オフガス中

の 

CO2濃度：51.6% 
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（3）課題 
廃棄物焼却施設における CO2 の分離・回収に関して、技術的・社会的側面からの課題について調査

した。本項目では、主に、（1）で挙げた分離・回収技術のうち、アミン吸収法を例にとりその技術的

課題を整理する。 

アミン吸収法により CO2 の分離・回収を行う場合、前述のとおりその分離・回収プロセスにおいて

相当量のエネルギーを要することから、エネルギー収支の悪化が懸念される。廃棄物焼却施設への

CO2 分離回収は、他の大規模排出源と比較して小規模であることから割高になる可能性があるが、そ

れに加えて、エネルギー収支が悪化すれば、さらに処理コストが増大してしまうことも懸念される。

仮に、300t/日規模の焼却施設にて CO2 を分離・回収し、輸送のため液化まで行った場合、現状の性能

の CO2 分離・回収設備を単純に追加すると、蒸気消費に伴う発電量の低下及び消費電力の上昇によ

り、売電が行えなくなるとの試算もある。また、中長期シナリオ（案）でも試算した通り、紙類、プ

ラスチック類の発生抑制、リサイクルが進展した場合に発熱量が大幅に低下することの可能性も踏ま

えた新しい燃焼方式等の開発も必要となってくる可能性がある。 

また、火力発電所等の性状の均一な燃料を焼却する施設と異なり、廃棄物処理施設は種々雑多な成

分を含む廃棄物を焼却するために、二酸化炭素の濃度が変動し、さらに各種微量成分が含まれること

への対応が必要になる。 

 

2.2 熱分解処理技術 

（1）概要 
 ガス化 
熱分解技術では、その方式・条件により、廃棄物をガスや油あるいは固体（バイオ炭）に転換する

ことが可能である。商用機における廃棄物ガス化は、世界でも日本が先頭に立っていると見なされて

いる分野であり、国内では熱分解ガスを燃焼させて残渣を溶融（スラグ化）する方式（ガス化溶融）

の導入事例が多いが、改質して合成ガスを処理施設外へ供給する方式（ガス化改質）も存在する。特

にガス化改質方式は、我が国が世界に類を見ない導入・運転実績を誇るものの、現状では運転コスト

面がネックとなり、新規導入が期待できない状況にある。 

一方で、燃焼後に CO2 を分離回収してから変換・合成する焼却処理での CCU とは異なり、熱分解

では直接的に合成ガスを得ることが可能であり、相対的に早期の社会実装が期待できる。そのため近

年では、欧米においても CCU を前提とした廃棄物処理技術として関心が高まっている。 

以上より、持続可能な廃棄物処理システムを構築するための技術の一つとして、CCU を前提とした

熱分解施設のエネルギー収支の改善や安定稼働を実現し、熱分解施設の低コスト化、ひいては早期の

社会実装を図ることが求められる。 
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表 III-2 都市ごみ・バイオマスを対象とした実用スケールの運転している 

ガス化施設の世界の状況 

出典：Simona Ciuta 他 “Gasification of Waste Materials”, Academic Press (Elsevier), 2018 
※過去の国外文献であり、少なくとも国内は最新状況とは異なる。 

 

 炭化（インベントリにおけるバイオ炭に関する報告） 
バイオ炭については、農地または草地への施用に伴う鉱質土壌の炭素ストック変化量の算定方法

が、2019 年 IPCC ガイドライン改良版で提示されたことを踏まえ、わが国では、2020 年提出インベ

ントリより同吸収源をインベントリに計上している。 

算定対象とするバイオ炭は、データの入手可能な、木材を原料とする白炭、黒炭、竹炭、粉炭、

オガ炭である。 

2019 年度のバイオ炭の炭素貯留効果は 5.56ktCO2 である。 

 

表 III-3 バイオ炭の農地への施用に伴う土壌炭素ストック量の算定方法 

 

出典：日本国温室効果ガスインベントリ 
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表 III-4 バイオ炭の炭素含有率と 100 年後残存率の設定 

 
出典：環境省温室効果ガス排出量算定方法検討会検討結果（森林等の吸収源分科会、2019 年度） 

＜https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg-mrv/committee/r01/material/LULUCF_01.pdf＞（最終アクセス 2022 年 3 月 1 日） 

 

表 III-5 バイオ炭の炭素貯留効果 

 
出典：日本国温室効果ガスインベントリ 

 

【参考】IPCCガイドラインにおけるバイオ炭に関する規定 

 

2006年IPCC国家温室効果ガスインベントリガイドラインの2019年改良（以下、2019年IPCCガイド

ライン改良版）において、バイオ炭の農地・草地施用に伴う鉱質土壌の炭素ストック変化量の算定

式が追加された。なお、農地・草地施用以外のバイオ炭の算定式については記述がない。 

同ガイドラインでは、バイオ炭はガス化または熱分解を通じて燃焼しない水準に管理された酸素

濃度の下、350℃超の温度でバイオマスを加熱して作られる固形物と定義されている。バイオ炭の

原料（種類）は、家畜糞尿、木材、草本、もみ殻・稲わら、木の実、バイオソリッド（製紙汚泥、

下水汚泥）が対象となっている。 

バイオ炭の施用に伴う鉱質土壌の炭素ストック変化量は、当該年に鉱質土壌耕地に施用されたバ

イオ炭の量（BCTOTp）に、バイオ炭の炭素含有率（FCp）とバイオ炭の100年後残存率（Fpermp）

を乗じて算定される。 

 

【バイオ炭の定義】 

バイオ炭はガス化または熱分解を通じて燃焼しない水準に管理された酸素濃度の下、350℃超の

温度でバイオマスを加熱して作られる固形物 

 
表 III-6 バイオ炭の施用に伴う鉱質土壌の炭素ストック量の算定式 

 

種類 炭素含有率 100年後残存率

白炭

0.77
木材の熱分解のデ

フォルト値

0.89 >600℃のデフォルト値

黒炭 0.89 >600℃のデフォルト値

粉炭 0.80 450～600℃のデフォルト値

オガ炭 0.89 >600℃のデフォルト値

竹炭 0.436（炭素含有率と100年後残存率を包含した値に対応）

2019年度（ktCO2）

バイオ炭 5.56
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出典：2019 Refinement to the 2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas 

 
表 III-7 バイオ炭の炭素含有率FCp 

 
出典：2019 Refinement to the 2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas, Appendix 

 
表 III-8 バイオ炭の100年後残存率 

 
出典：2019 Refinement to the 2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas, Appendix 

 

 

（2）既存事例 
米国、イタリア、オランダ、カナダ、スペインでは、都市ごみを利用したガス化－バイオメタノー

ル製造プロジェクトが存在しており、1 事例は稼働中である。 

  

バイオ炭の原料（種類） 熱分解 ガス化

家畜糞尿 0.38 0.09

木材 0.77 0.52

草本 0.65 0.28

もみ殻・稲わら 0.49 0.13

木の実 0.74 0.40

バイオソリッド（製紙汚泥、
下水汚泥）

0.35 0.07

100年後残存率

高温（600℃超） 0.89

中温（450~600℃） 0.80

低温（350~450℃） 0.65
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表 III-9 欧米におけるガス化ーバイオメタノール製造プロジェクト 

 

DO2 = Directly (D) heated via partial combustion with oxygen (O2); IH = Indirectly heated (IH), can be in different ways;  
BB = Bubbling bed (BB) principle; UO2 = Updraft (U), oxygen (O2) injected together with steam 
出典：IRENA(2021)より再作表 

※Enerkem の事例によると、設備容量の数値は生成物の製造量ベース 

 

（3）課題 
廃棄物のガス化施設については前述のとおり、現状では運転コストの課題により新規導入が期待で

きない状況にある。運転コストの大幅削減に向けて、転換の高効率化や外部からの投入エネルギーの

大幅削減、処理の安定化などが課題となる。 

 

図 III-8 熱分解技術の技術的課題の一例 

 

ガス化技術
名称/所有者

加熱
原理

ガス化
タイプ

原料 プロジェクト プロジェクト段階 生成物 設備容量

SES
Gasification
Technology
(U-Gas)

DO2 BB
バイオマス/
都市ごみ

Trans World 
Energy,Florida (US) 
(Trans World Energy, 
2020)

FEED done,
start-up Q2
2023

メタノール 875 kt/y

NextChem
Technology

DO2 UO2

都市ごみ
ENI Refinery, Livorno, 
Italian (IT) 
(NextChem, 2020b)

Basic engineering
ready Q3 2020

メタノール 115 kt/y

都市ごみ/廃材
LowLand Methanol
(NL) (LowLands
Methanol,2020)

Start-up
early 2023

メタノール 120 kt/y

Enerkem
(Enerkem,
2020a)

DO2 BB 都市ごみ Edmonton (CA) Operational
エタノール (メタ
ノールを経由)

30 kt/y

DO2 BB 都市ごみ Quebec (CA)
Announced
construction

エタノール (メタ
ノールを経由)

35 kt/y

DO2 BB 都市ごみ Rotterdam (NL) Engineering メタノール 215 kt/y

DO2 BB 都市ごみ Saragossa (SP) Engineering メタノール 215 kt/y
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2.3 バイオメタン転換技術 

（1）概要 
 バイオメタネーションの原理と⽅式 

バイオメタンは、メタン発酵槽に投入された有機性廃棄物が微生物によって嫌気性消化されること

で生成されるバイオガスから転換することで生成される。メタン発酵で発生したバイオガスからバイ

オメタンを生成する方式は、①バイオガスからの CO2 除去（アップグレード）、②バイオガスから CO2

を除去後にメタネーション、③バイオガス中の CO2 を直接メタネーションの 3 種類に分類される。

メタン発酵によって発生するバイオガスは、CO2 の濃度が約 40%と高いため、CO2 の分離プロセスを

経ずに直接メタネーションできれば、バイオマス由来のメタンの回収量を効率的に増加させることが

可能となる。 

 

図 III-9 メタン発酵でのバイオメタンの生成方式 

出典：P. Collet et al., “Techno-economic and Life Cycle Assessment of methane production via biogas upgrading and power to gas 
technology”, (2017) を基に再作図、一部改変 

※嫌気性消化に投入する熱はバイオガスの燃焼による以外の排熱等も活用も可能 

 

メタネーションは、下記のとおり CO2 を CH4 に還元する反応（サバティエ反応）であり、化学的

方式である触媒メタネーションと生物学的方式であるバイオメタネーションの大きく 2 種類が存在す

る。このうち、バイオガスからの直接メタネーションに利用可能なバイオメタネーションでは、嫌気

性消化槽中の微生物群集により一体的に反応が進行する。 

【反応式】4H2 + CO2 → CH4 + 2H2O (ΔH0 = -165 kJ/mol) 
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図 III-10 バイオメタネーションの反応機構 

出典：全国都市清掃会議「ごみ処理施設整備の計画・設計要領(2017 改訂版)」より作成（Hanze University of Applied 
Sciences Groningen., “Biomethane from hydrogen and carbon dioxide”, (2019)も一部参考とした。） 

 

バイオメタネーションは、さらに In-Situ 方式と Ex-Situ 方式の 2 種類に分類することができる。In-

Situ はバイオガスを発生させる嫌気性消化槽の中に水素及び水素資化性メタン生成菌を投入すること

で、嫌気性消化槽の内部で直接メタネーションを実施する方式であり、新たな反応器を用意する必要

がないため、投資コストを抑えることができる。一方、Ex-Situ は嫌気性消化槽からバイオガス中の

CO2 を取り出し、別のプラントにてバイオメタネーションを行う方式であり、廃棄物焼却施設等から

回収した CO2 を併せて原料とすることが可能である。Ex-Situ 方式のメタネーションでは、トリクル

ベッド（散水ろ床）反応器（TBR）や連続撹拌槽型反応器（CSTR）など、複数種類の反応器が開発、

利用されている。 

 

図 III-11 In-Situ 方式（左）及び Ex-Situ 方式の概略フロー 

出典：D. Rusmanis et al., “Biological hydrogen methanation systems – an overview of design and efficiency”, (2019)より作成 

 

 バイオガス・バイオメタンの今後の可能性 
IEA の Net Zero by 2050 (2021)における NetZero シナリオでは、今後 2050 年までにかけて、バイ

オガス・バイオメタンの大幅な供給量増加が想定されている。現在はバイオガスの状態で使用する比
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率が高いが、将来はバイオメタンへの転換量の増加が見込まれており、Low-carbon gas としてもバイ

オメタンの割合が最も高くなっている。 

 

 

図 III-12 世界のバイオ燃料生産量の種類と技術別内訳 

出典：「Net Zero by 2050 A Roadmap for the Global Energy Sector」（2021 年、国際エネルギー機関（IEA）、図 3.7） 
（Source: IEA (2021), Net Zero by 2050-A Roadmap for the Global Energy Sector, All rights reserved.) 

 

図 III-13 Low-Emission Fuel の分野毎の世界供給量予測 

出典：「Net Zero by 2050 A Roadmap for the Global Energy Sector」（2021 年、国際エネルギー機関（IEA）、図 3.6） 
（Source: IEA (2021), Net Zero by 2050-A Roadmap for the Global Energy Sector, All rights reserved.) 

 

このように、バイオメタンの大幅な利用拡大が予想される中で、廃棄物のバイオメタン転換技術は

比較的小規模な地域分散型処理システムとして特に注目されていることから、持続可能な廃棄物処理

システムを構築するための技術の一つとして、上記のような要素技術を開発・統合し、安定的かつ高

効率に稼働する一連のシステムとして確立することが求められている。 
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【参考】バイオメタンの製造コストの試算 (P.Collet et al.,2017) 

本論文では、バイオガスからバイオメタンを生成する5つのプロセスにおける製造コストを比較

している。メタネーションについては、アミン吸収法又は膜分離法により除去したCO2を利用して

メタネーションする場合と直接メタネーションする場合（いずれもNi触媒によるメタネーションが

想定）が分析されており、アップグレードについてはアミン吸収法と膜分離法が分析されている。 

バイオメタンの単位量当たり製造コストを比較すると、バイオガス中のCO2を直接メタネーショ

ンする場合のコストが最も低いことがわかる。（電力価格：30ユーロ/MWh（140円/ユーロ換算で約

4.2円/kWh）） 

単純な年間平均コストでは、電解装置やメタネーションに係る資本費、運転・維持費を必要とし

ない分、アップグレードの方がコストを抑えることができる。（IRR=10%(15年間)を想定） 

メタネーションする場合の追加コストは電解装置に係る割合が大きく、イニシャルコストより電

気代を含めたランニングコストの方が大きい。 

メタネーションのために必要なコストは電解装置と比較すると少ない。従って、バイオガスの直

接メタネーションにおいては（電解から行う場合は）電解装置も重要である。がボトルネックにな

り得る。 
 

出典：P. Collet et al, Techno-economic and Life Cycle Assessment of methane production via biogas upgrading and power to 
gas technology, 2017 より 

 

 

（2）既存事例 
バイオガスのメタネーションは欧米を中心に、触媒によるメタネーションとバイオメタネーション

のどちらに関しても実証が進んでいる。 

触媒によるメタネーションでのバイオメタン化は TRL が概ね 5 程度である。一方、バイオメタネ

ーションについてはプロジェクト間で若干の差があり、攪拌気泡塔反応器（TRL7 程度）がトリクル

ベッド反応器（TRL3~4 程度）よりも開発が進んでいる状況が確認できる。 
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（3）課題 
下図にメタン発酵からのバイオガスのメタネーション技術に関する技術的課題の一例を示す。バイ

オメタネーション技術は欧米を中心に技術開発が進められているが、メタン発酵には乾式、湿式があ

り、バイオメタネーションの In-Situ 方式、Ex-Situ 方式との組合せにおいても得失があることから、

最適な方式は確立されていないとみられる。特に乾式メタン発酵では、水素の溶解が律速要因となっ

て反応器が大型化し、スケールアップが困難な状況にあるため、水素の吸収を促進する手法の確立が

求められる。 

 

図 III-14 バイオメタネーション技術の技術的課題例 

 

また、メタン発酵においてメタンや二酸化炭素にまで分解されなかった有機炭素は発酵残渣・消化

液に移行するため、炭素循環率を向上させるためにはこれらを有効に活用する技術も必要となる。 
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3. 廃棄物処理⽅式の選定に関する課題 

前節の 3 つの処理方式について、各処理方式の特性と将来的な 3R の進展、国内外の脱炭素動向を考

慮した社会実装の一つのイメージを図 III-15 に示す。 

中長期シナリオ（案）では、イノベーション実現、イノベーション発展、実質排出ゼロ、最大対策シ

ナリオにおいて、含水率の高い厨芥類のメタン発酵処理を進め、実質排出ゼロ、最大対策シナリオにお

いては焼却処理施設に CCUS を 2040 年以降に導入することを見込んだ。 

一方で、実際には、前節において調査・整理した通り、2030 年に向けてこれらの CCUS 技術の実証が

進み、社会実装に必要な条件が揃えば 2040 年以前に導入できる可能性もあると考えられる。 

バイオガスの直接メタネーションについては、安価な水素が調達可能であること、バイオメタンの需

要が存在することが選定に必要な条件となり得る。焼却施設からの CCUS は、CCS については処理施設

周辺の貯留サイトの有無が選定に必要な条件となり、廃棄物焼却施設だけの回収では事業として成立し

にくいことも想定され、周辺など他の排出源との連携も必要になると考えられる。CCU 及び熱分解（ガ

ス化）ついては処理施設周辺の需要の有無が選定に必要な条件と成り得る。 

 

 
図 III-15 廃棄物・資源循環分野の CCUS 技術の社会実装イメージ（例） 
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IV. 廃棄物・資源循環分野の 2050 年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現に向けた検討会及び
有識者ヒアリングの実施 

1. 検討会の設置・運営 

本業務の実施にあたって、学識経験者及び資源循環分野関係専門家等を含む「廃棄物・資源循環分野

の 2050 年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現に向けた検討会」を設置し、政策や技術等の検討に

ついて必要な助言を受けた。検討会委員は 15 名、オブザーバを 1 名とし、いずれも Web 上で開催した。 

 

1.1 検討会委員 

表 IV-1 検討会委員名簿 

氏名 所属・役職 

粟生木 千佳 公益財団法人地球環境戦略研究機関 持続可能な消費と生産領域 主任研究員 

大迫 政浩 国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環領域 領域長 

大塚 直 早稲田大学法学部 教授 

小野 義広 一般社団法人環境衛生施設工業会 技術委員 

小野田 弘士 早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科 教授 

倉持 秀敏 国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環領域 副領域長 

酒井 伸一【座長】 公益財団法人京都高度技術研究所 副所長 

高岡 昌輝 京都大学大学院工学研究科 教授 

辻 佳子 東京大学環境安全研究センター センター長・教授 

橋本 征二 立命館大学理工学部環境都市工学科 教授 

藤井 実 
国立研究開発法人国立環境研究所 社会システム領域 システムイノベーショ

ン研究室 室長 

牧野 英顯 一般社団法人日本化学工業協会 常務理事 

増井 利彦 
国立研究開発法人国立環境研究所 社会システム領域 脱炭素対策評価研究室 

室長 

増田 孝弘 一般社団法人環境衛生施設工業会 技術委員 

吉岡 敏明 東北大学大学院環境科学研究科 教授 

（オブザーバ） 

小林 拓朗 
国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環領域 資源循環基盤技術研究室 

主任研究員 

※五十音順 
※敬称略、第 3 回検討会時点の所属・役職 
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1.2 検討会開催経過 

検討会は、令和 3 年 5 月、6 月及び 7 月の 3 回に渡って開催した。各検討会の開催経過は表 IV-2 の

とおりである。 

 

表 IV-2 検討会開催経過 

検討会 検討内容 

第１回検討会 

 

○検討会設置について 

○検討の概要について 

○廃棄物・資源循環分野における温室効果ガス排出状況及び BAU 排出量の見通

しについて 

○廃棄物・資源循環分野における温室効果ガス削減対策の考え方と重点対策領域

について 

第２回検討会 ○検討会（第１回）の指摘事項と対応方針 

○重点対策領域について 

○将来推計（対策ケース）の試算結果 

第３回検討会 ○検討会（第２回）の指摘事項と対応方針 

○廃棄物・資源循環分野の温室効果ガス削減シナリオ（案）について 

○廃棄物・資源循環分野における 2050 年温室効果ガス排出実質ゼロに向けた中

長期シナリオとりまとめについて結果報告について 

 

（1）第 1 回検討会 
日時 令和 3 年 5 月 14 日（金）9 時 30 分～11 時 30 分 

場所 オンライン（Webex） 

 

（2）第 2 回検討会 
日時 令和 2 年 6 月 10 日（木）12 時 30 分～14 時 30 分 

場所 オンライン（Webex） 

 

（3）第 3 回検討会 
日時 令和 3 年 7 月 13 日（火）15 時 00 分～17 時 00 分 

場所 オンライン（Webex） 
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2. 有識者ヒアリング実施概要 

検討会を実施するうえで必要となる専門的な内容の検討のため、有識者へのヒアリングを表 IV-3

に示すとおり実施した。 

 

表 IV-3 ヒアリング実施概要 

No. 実施日時 対象者 ヒアリング概要 

1 令和 3 年 4 月 7 日（水）

14：00～15：10 

公益財団法人地球環境戦略研究機

関 持続可能な消費と生産領域 

主任研究員 粟生木千佳 氏 

 EU におけるサーキュラーエコノミーの

考え方や規制、政策等について 

 サーキュラーエコノミーや脱炭素型の

資源循環を目指すうえでの留意点につ

いて 等 

2 令和 3 年 4 月 8 日（木）

13 時～14 時 15 分 

国立研究開発法人国立環境研究所 

社会環境システム研究センター 

統合環境経済研究室 室長 増井利

彦 氏 

国立研究開発法人国立環境研究所 

社会環境システム研究センター 

統合環境経済研究室 社会環境シ

ステム研究連携コーディネーター

（アジア太平洋統合モデル担当） 

日比野剛 氏 

 2050 年カーボンニュートラルに向けた

AIMモデル分析における廃棄物・資源

循環分野の考え方 

3 令和3 年5 月10 日（月）

10：00～12：15 

公益財団法人京都高度技術研究所 

副所長 酒井伸一 氏 

 廃棄物・資源循環分野の将来GHG 排出

量推計モデルについて 

 GHG 削減対策の考え方と重点対策領域

について 

4 令和 3 年 6 月 4 日（金）

11 時～14 時 

国立研究開発法人国立環境研究所 

資源循環領域 副領域長 倉持秀

敏 氏 

同 資源循環領域 資源循環基盤

技術研究室 主任研究員 小林拓

朗 氏 

同 社会システム領域 地球持続

性統合評価研究室 室長 花岡達

也 氏 

同 統合環境経済研究室 社会環

境システム研究連携コーディネー

ター 日比野剛 氏 

同 社会システム領域 システム

イノベーション研究室 室長 藤

井実 氏 

 以下を議題として、勉強会（事務局からの

説明とディスカッション）の形式で実施 

 英国、フランス、ドイツ、EU のGHG

削減シナリオ（特に廃棄物分野）につ

いて 

 耐久財の資源効率向上によるGHG 削減

効果に関する最近の研究について 

 他部門のCO2 排出削減量について 



 

IV-4 

同 社会システム領域 脱炭素対

策評価研究室 室長 増井利彦 

氏 

公益財団法人京都高度技術研究所 

副所長 酒井伸一 氏 

立命館大学理工学部環境都市工学

科 教授 橋本征二 氏 

京都大学 環境安全保健機構 附

属環境科学センター 教授 平井

康宏 氏 

同 環境安全保健機構 附属環境

科学センター 助教 矢野順也 

氏 

5 令和 3 年 6 月 4 日（金）

15：00～17：00 

公益財団法人京都高度技術研究所 

副所長 酒井伸一 氏 

 重点対策領域Ⅰ～Ⅲについて 

 廃棄物・資源循環分野の将来GHG 排出

量試算方法及び試算結果について 

6 令和3 年6 月21 日（月）

14：00～17：00 

公益財団法人京都高度技術研究所 

副所長 酒井伸一 氏 

 対策の基本的方向性をふまえた実質ゼ

ロ実現シナリオの再整理方針について 

 ライフサイクル管理について 

7 令和3 年6 月29 日（火）

9:00～11:00 

公益財団法人京都高度技術研究所

副所長 酒井伸一 氏 

 廃棄物・資源循環分野のGHG 削減シナ

リオ素案について 

 中長期シナリオ骨子の構成について 

8 令和 3 年 7 月 7 日（水）

10:00～11:20 

公益財団法人京都高度技術研究所 

副所長 酒井伸一 氏 

 廃棄物・資源循環分野のGHG 削減シナ

リオ素案について 

 ⼀般廃棄物処理施設のシナリオ別将来

推計⼿順・推計結果について 

 中⻑期シナリオの実現に向けた方策に

ついて 

9 令和 3 年 7 月 9 日（金）

10:30～12:00 

国立環境研究所 資源循環領域 

領域長 大迫政浩 氏 

 中長期シナリオ案について（廃プラス

チックのリサイクルにおける循環型CR

の収率等の想定、シナリオの試算結果

について） 

10 令和3 年7 月9 日（金） 

12:30～13:00 

早稲田大学 法学部 

教授 大塚直 氏 

 中長期シナリオ案について（EPR につ

いて、プラスチック中の化学物質につ

いて、素材毎の出口基準について） 
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